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Ⅰ．平成２８年度都市局関係予算配分方針 

 
 
  平成２８年度都市局関係予算については、各地域の整備状況や財政状況等を踏まえつつ、

地方公共団体等からの要望を勘案し、以下の配分方針にて配分を行う。 
 
 
（１）国営公園等事業（直轄事業）［Ｈ２８配分額 ２３，２３４百万円］ 
 
  １）国営公園等整備［Ｈ２８配分額 ９，０２１百万円］ 
     大規模災害発生時に国営公園等が広域避難場所等として機能するよう防災拠点機能

等の強化を実施しつつ、事業効果の早期発現の観点から、早期の全園開園や追加開園

が見込まれる公園等について重点的に配分。 

箇所数：１１公園（新規 １公園、継続 １０公園） 

 
  ２）国営公園維持管理［Ｈ２８配分額 １４，２１３百万円］ 
     業務の効率化等により予算の増加を最小限に抑制しつつ、国営公園の機能確保を図

る観点から、公園施設の老朽化対策などの国営公園施設の適切な運営維持管理につい

て所要額を配分。 

箇所数：１７公園（継続） 

 
（２）地域高規格道路等の整備（街路事業）［Ｈ２８配分額 １５，３９６百万円］ 
 

  円滑な都市・地域活動を支え、地域経済の活性化を図るため、地方公共団体が実施する地

域高規格道路及び地域高規格道路 IC アクセス道路の整備に対して、事業の進捗を踏まえた

所要額を配分。 

    ・都市計画道路高速横浜環状北西線（神奈川県横浜市） 等 

     箇所数：９箇所（新規 ２箇所、継続 ７箇所） 

 

（３）国際競争拠点都市整備事業［Ｈ２８配分額 １２，５４７百万円］ 

 

  大都市の国際競争力強化を図るために必要な都市基盤施設の整備等について、事業の進捗

を踏まえた所要額を配分。 

  ・大阪駅周辺・中之島・御堂筋周辺地域（大阪府大阪市） 等 

     箇所数：１０箇所（新規 ２箇所、継続 ８箇所） 

 
（４）都市機能立地支援事業［Ｈ２８配分額 ２，７９６百万円］ 
   

持続可能な都市構造の実現のために中心拠点地区において、医療、福祉等の都市機能施設

を整備する事業について、事業の進捗を踏まえた所要額を配分。 

・小松中央地区（石川県小松市） 等 

     箇所数：５箇所（新規 ３箇所、継続 ２箇所） 
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（５）地下街防災推進事業［Ｈ２８配分額 ２，６１１百万円］ 
 
  利用者が多く公共性の高い地下街において、大規模地震発生時や浸水時における安全性向

上を図るため、地下街管理者等が実施する天井板等の地下街設備の安全点検、地下街防災推

進計画の策定、計画に基づく避難通路や地下街設備の改修等に対して、事業の進捗を踏まえ

た所要額を配分。 

  ・ホワイティうめだ（大阪府大阪市） 等 

     箇所数：２０箇所（新規 ５箇所、継続 １５箇所） 

 
 
（６）密集市街地総合防災事業［Ｈ２８配分額 １，２１８百万円］ 
 
  大規模地震に伴い甚大な被害が想定される密集市街地において、地方公共団体や民間事業

者など複数の主体が連携した総合的な環境整備に対して、事業の進捗を踏まえた所要額を配

分。 

  ・大津駅西地区（滋賀県大津市） 等 

     箇所数：２箇所（継続） 

 

（７）その他の補助事業 
 
  １）都市公園事業［Ｈ２８配分額 ８，０６１百万円］ 
      

大都市地域等の既成市街地において、地方公共団体の要請に基づき、独立行政法人

都市再生機構が行う防災公園の整備について、事業の進捗を踏まえた所要額を配分。 

・新川防災公園（東京都三鷹市） 等 

     箇所数：８箇所（新規 １箇所、継続 ７箇所） 

 
２） 市街地整備事業［Ｈ２８配分額 ４１，４８８百万円］ 

 
①都市再生機構が行うコーディネート業務等について、事業の進捗を踏まえた所要額を

配分。 

 箇所数：２箇所（継続） 

 

②防災対策、省エネルギー対策や子育て支援等の緊急的な政策課題に対応した先導的な

住宅・建築物を整備する市街地再開発組合等に対して、事業の進捗を踏まえた所要額

を配分。  

・小倉駅南口東地区（福岡県北九州市） 等 

 箇所数：９箇所（新規 ３箇所、継続 ６箇所） 

 

   ③地方公共団体、交通事業者等の地域の関係者で組織する協議会が、総合的な交通戦略

等に基づき実施する公共交通等の整備に対して、事業の進捗を踏まえた所要額を配分。 

    ・富山駅周辺地区（富山県富山市） 等 

     箇所数：４箇所（新規 １箇所、継続 ３箇所） 
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（８）国営追悼・祈念施設（仮称）整備事業［Ｈ２８配分額 ５２６百万円］（参考：復興庁一括計上） 
 
  岩手県陸前高田市及び宮城県石巻市における国営追悼・祈念施設（仮称）の整備事業につ

いて、事業の進捗を踏まえた所要額を配分。 

   

 

※ なお、国際競争拠点都市整備事業（２，７３８百万円）については、現通常国会に提出し

ている「都市再生特別措置法等の一部を改正する法律案」が国会で成立した後に、配分を行う

ものとする。 
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Ⅱ．平成２８年度予算配分総括表
［総事業費］ （単位：百万円）

国営公園等

直 轄

補 助

市街地整備

住宅対策

街路

直 轄

補 助

2,742

（注）計数はそれぞれ四捨五入しているため端数において合計とは一致しないものがある。

90,890

113,999 110,093 0.966 107,351

86,859

7,006

70,134

0

13,750

23,110

0.956

23,234

84,117

1.151

0.887

皆増

1.120

1.005

8,061

2,742

8,061

59,443

1,218

15,396

23,234 0

1

0

0

2,741

23,110 23,234 1.005 23,234 0

15,396

62,183

1,219

0

備考未計画額配分額
倍　率
(B/A)前年度(A) 28年度(B)

配分対象額

区 分

合 計

30,116 31,295 1.039 31,295
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（参考：復興庁一括計上）

［総事業費］ （単位：百万円）

526 526 0

526 526 0

直 轄 526 526 0

補 助 0 0 0

526 526 0

　

未計画額 備 考

国営追悼・祈念
施設（仮称）整
備事業

小 計

合 計

区 分 配分対象額 配分額
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Ⅲ．都道府県別等配分額

　〔 直　轄　事　業 〕

東 北 地 方 整 備 局 787 1.090

関 東 地 方 整 備 局 5,093 0.914

北 陸 地 方 整 備 局 1,169 0.941

中 部 地 方 整 備 局 2,052 0.789

近 畿 地 方 整 備 局 6,154 1.242

中 国 地 方 整 備 局 813 0.943

四 国 地 方 整 備 局 763 1.129

九 州 地 方 整 備 局 2,224 0.920

小　　　　計 19,055 1.001

北 海 道 開 発 局 1,035 1.091

沖 縄 総 合 事 務 局 3,144 1.009

小　　　　計 4,179 1.028

配　　分　　計 23,234 1.005

区 分 対前年度倍率国 営 公 園 等 事 業

（ 単位：百万円 ）
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（単位：百万円）

配 分 額 備 考

121 0.879

3,569 1.171

638 2.133

521 0.712

395 0.775

360 0.845

800 0.611

494 0.751

0 皆減

0 皆減

576 0.841

小　　　　　計 7,474 0.885

90 皆増

1,457 0.997

　国 営 公 園 等 整 備 費 合 計 9,021 0.910

866 0.985

275 1.307

261 1.027

1,186 1.131

1,242 0.979

852 1.062

1,252 0.971

787 1.090

813 0.943

763 1.129

675 1.156

1,067 1.237

517 1.022

836 1.818

189 1.100

小　　　　　計 11,580 1.093

945 0.996

1,687 1.019

　国 営 公 園 維 持 管 理 費 合 計 14,213 1.077

国  営  公  園　等　　総     計 23,234 1.005

（注）計数はそれぞれ四捨五入しているため端数において合計とは一致しないものがある。

国　営　公　園　等　箇　所　別　表

対前年度
倍　　率

区 分

（ 国  営  公  園  等　整　備　費 ）

国 営 武 蔵 丘 陵 森 林 公 園

国 営 飛 鳥 ・ 平 城 宮 跡 歴 史 公 園

淀 川 河 川 公 園

海 の 中 道 海 浜 公 園

国 営 昭 和 記 念 公 園

国 営 常 陸 海 浜 公 園

国 営 木 曽 三 川 公 園

国 営 飛 鳥 ・ 平 城 宮 跡 歴 史 公 園

国 営 越 後 丘 陵 公 園

国 営 ア ル プ ス あ づ み の 公 園

国 営 吉 野 ヶ 里 歴 史 公 園

国 営 明 石 海 峡 公 園

国 立 の 民 族 共 生 公 園 （ 仮 称 ）

国 営 沖 縄 記 念 公 園

（ 国  営  公  園  維　持　管　理　費 ）

国 営 武 蔵 丘 陵 森 林 公 園

国 営 明 石 海 峡 公 園

淀 川 河 川 公 園

海 の 中 道 海 浜 公 園

国 営 昭 和 記 念 公 園

国 営 常 陸 海 浜 公 園

国 営 木 曽 三 川 公 園

国 営 み ち の く 杜 の 湖 畔 公 園

国 営 備 北 丘 陵 公 園

国 営 讃 岐 ま ん の う 公 園

国 営 越 後 丘 陵 公 園

国 営 ア ル プ ス あ づ み の 公 園

国 営 吉 野 ヶ 里 歴 史 公 園

国 営 東 京 臨 海 広 域 防 災 公 園

滝 野 す ず ら ん 丘 陵 公 園

国 営 沖 縄 記 念 公 園
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［補助事業］ （単位：百万円）

20 皆増 2,988 0.828

323 皆増 

青 森

岩 手 323 皆増 

宮 城

秋 田

山 形

福 島

11,312 1.127 44,160 0.899

茨 城

栃 木 352 1.388

群 馬

埼 玉 86 0.031

千 葉 60 3.000 1,215 6.108

東 京 42,235 0.951

神 奈 川 10,942 1.092 273 0.200

山 梨 310 皆増 

長 野

822 0.917

新 潟

富 山 204 0.423

石 川 618 1.493

2,869 0.365

岐 阜

静 岡

愛 知 2,869 0.365

三 重

1,430 皆増 2,734 0.978

福 井

滋 賀

京 都

大 阪 2,734 1.802

兵 庫

奈 良

和 歌 山 1,430 皆増 

353 0.978

鳥 取

島 根

岡 山

広 島 353 1.020

山 口

14 0.023 163 1.461

徳 島 14 0.023

香 川

愛 媛 163 1.461

高 知

2,620 0.845 1,428 20.399

福 岡 1,540 77.000 1,140 16.288

佐 賀 288 皆増 

長 崎

熊 本

大 分 1,080 0.351

宮 崎

鹿 児 島

0 0.000 15,396 1.120 55,840 0.861

8,061 1.151 3,303 1.958

300 0.750

8,061 1.151 15,396 1.120 59,443 0.882

（注）計数はそれぞれ四捨五入しているため端数において合計とは一致しないものがある。

市街地整備事業
対前年
度倍率

対前年
度倍率

街路事業
対前年
度倍率

北 海 道

区 分 都市公園事業

東 北

関 東

北 陸

中 部

近 畿

中 国

四 国

九 州

沖 縄

小 計

都市再生機構

民 都 機 構

合 計

民 間 団 体 等

-8-



［補助事業］ （単位：百万円）

3,008 0.834

323 皆増 

青 森

岩 手 323 皆増 

宮 城

秋 田

山 形

福 島

55,472 0.937

茨 城

栃 木 352 1.388

群 馬

埼 玉 86 0.031

千 葉 1,275 5.824

東 京 42,235 0.951

神 奈 川 11,215 0.985

山 梨 310 皆増 

長 野

822 0.917

新 潟

富 山 204 0.423

石 川 618 1.493

2,869 0.365

岐 阜

静 岡

愛 知 2,869 0.365

三 重

1,218 皆増 5,382 1.926

福 井

滋 賀 798 皆増 798 1.572

京 都

大 阪 2,734 1.802

兵 庫 420 皆増 420 0.627

奈 良

和 歌 山 1,430 皆増 

353 0.978

鳥 取

島 根

岡 山

広 島 353 1.020

山 口

177 0.245

徳 島 14 0.023

香 川

愛 媛 163 1.461

高 知

4,048 1.277

福 岡 2,680 29.779

佐 賀 288 皆増 

長 崎

熊 本

大 分 1,080 0.351

宮 崎

鹿 児 島

1,218 皆増 72,454 0.922

11,364 1.307

300 0.750

1,218 皆増 84,117 0.955

対前年
度倍率

区 分 住宅対策事業
対前年
度倍率

北 海 道

合計

東 北

関 東

北 陸

中 部

近 畿

中 国

四 国

九 州

沖 縄

小 計

都市再生機構

民 都 機 構

民 間 団 体 等

合 計

（注）計数はそれぞれ四捨五入しているため端数において合計とは一致しないものがある。
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（参考：復興庁一括計上）

　〔 直　轄　事　業 〕

（単位：百万円）

区 分
国 営 追 悼 ・ 祈 念
施設（仮称）整備事業 対前年度倍率

北 海 道 0 -

青 森 0 -

岩 手 263 2.628

宮 城 263 2.628

福 島 0 -

茨 城 0 -

栃 木 0 -

埼 玉 0 -

千 葉 0 -

新 潟 0 -

長 野 0 -

合 計 526 2.628

（注）計数はそれぞれ四捨五入しているため端数において合計とは一致しない。
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Ⅳ．配分箇所の具体事例

都道府県名 箇所名 配分額 事業概要

百万円

１．国営公園等事業

＜直轄事業＞

「国民の安全・安心の確保」

福岡県（福岡市） 海の中道海浜公園 1,707

「豊かで利便性の高い地域社会の実現」

3,844

２．地域高規格道路等の整備

＜街路事業＞

「豊かで利便性の高い地域社会の実現」

神奈川県（横浜市） 10,942

３．国際競争拠点都市整備事業

「日本経済の再生」

大阪府（大阪市） 2,554

・高速横浜環状北線と一体となり、
横浜都心・湾岸エリアと東名高速道
路との連絡を強化することで、横浜
港の国際競争力の強化や災害時にお
ける迅速な輸送路の確保、保土ケ谷
バイパスに集中する交通の混雑緩
和、交通環境の改善等を図る。
・L=7.1km

・土地区画整理事業やＪＲ東海道線
支線地下化事業及び新駅設置事業に
より、更なる都市拠点化を推し進め
るとともに、空港へのアクセス性の
向上を図ることで、都市の国際競争
力を推進する。
・土地区画整理事業：約19.2ha
・ＪＲ地下化事業及び新駅設置
  事業：L=2.9km

奈良県 （高市郡明日
香村・奈良市）

国営飛鳥・平城宮跡
歴史公園

・未供用区域の整備推進と供用区域
の適切な運営維持管理を実施する。
・計画面積：約182ha

・国営公園の機能確保を図る観点か
ら、老朽化した施設の更新等を実施
する。
・計画面積：約539ha

都市計画道路
高速横浜環状北西線

大阪駅周辺・中之島
・御堂筋周辺地域
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都道府県名 箇所名 配分額 事業概要

百万円

４．都市機能立地支援事業

「豊かで利便性の高い地域社会の実現」

石川県（小松市） 小松中央地区 618

５．地下街防災推進事業

「国民の安全・安心の確保」

大阪府（大阪市） ホワイティうめだ 45

６．密集市街地総合防災事業

「国民の安全・安心の確保」

滋賀県（大津市） 大津駅西地区 798

・誘導施設として病院等の整備を行
うことにより、定住人口及び交流人
口の増加に寄与する地域拠点の形成
及び都市機能の立地の適正化を図
る。
・地区面積：0.3ha

・道路が狭隘で老朽木造家屋が密集
した地域において、地方公共団体や
民間事業者等が連携し、土地区画整
理事業等により総合的な防災対策を
行う。
・計画面積：13.6ha

・大規模地震発生時における地下街
の安心避難対策の充実を図るため、
地下街防災推進計画に基づき、天井
改修を実施する。
・対象面積：約30,000㎡
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都道府県名 箇所名 配分額 事業概要

百万円

７．その他の補助事業

＜都市公園事業＞

「国民の安全・安心の確保」

東京都（三鷹市） 新川防災公園 317

＜市街地整備事業＞

「豊かで利便性の高い地域社会の実現」

福岡県（北九州市） 小倉駅南口東地区 457

富山県（富山市） 富山駅周辺地区 204

８．国営追悼・祈念施設（仮称）整備事業（参考：復興庁一括計上）

「東日本大震災からの復興加速」

宮城県（石巻市） 263国営追悼・祈念施設
（仮称）

・国営追悼・祈念施設（仮称）に係
る実施設計等を実施する。

・一時避難場所や、災害時の復旧活
動拠点として機能する防災公園を整
備し、地域の防災性の向上を図る。
・計画面積：約1.5ha

・市街地再開発事業により、駅前広
場等の整備に併せて、高水準の防災
性能や省エネルギー性能を備えた先
導的な住宅・業務・商業等の施設建
築物を整備する。
・地区面積：0.6ha

・富山駅南北の路面電車の接続によ
る交通結節点強化等により、公共交
通の活性化を図るとともに、電停の
バリアフリー化などを進め、誰もが
移動しやすい交通ネットワークの再
構築を図る。
・L=340m
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